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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第10期

第２四半期連結
累計期間

第11期
第２四半期連結
累計期間

第10期
第２四半期連結
会計期間

第11期
第２四半期連結
会計期間

第10期

会計期間

自　平成20年
　　８月１日
至　平成21年
　　１月31日

自　平成21年
　　８月１日
至　平成22年
　　１月31日

自　平成20年
　　11月１日
至　平成21年
　　１月31日

自　平成21年
　　11月１日
至　平成22年
　　１月31日

自　平成20年
　　８月１日
至　平成21年
　　７月31日

売上高 (千円) 1,072,982968,752 595,449 510,5422,037,553

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △7,980 △8,771 51,360 47,411 58,202

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △2,602 △13,034 51,427 37,531 42,032

純資産額 (千円) ― ― 1,685,8691,812,5881,827,586

総資産額 (千円) ― ― 2,025,9682,169,1842,135,537

１株当たり純資産額 (円) ― ― 17,158.6318,538.2718,821.36

１株当たり四半期(当期)
純利益又は１株当たり
四半期純損失(△)

(円) △26.83 △134.40 530.28 386.99 433.40

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 82.1 82.9 85.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 9,736 △38,117 ― ― 12,418

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,991 91,237 ― ― 207,350

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,805 68,327 ― ― △8,947

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 600,898 958,827 840,674

従業員数 (名) ― ― 156 137 142

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には消費税等は、含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、第10期第２四半期連結累計期間及び第11期第２四半期連結累計

期間においては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第10期第２四半期連結会計期間、第11期第２四半期連結

会計期間及び第10期においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成22年１月31日現在

従業員数(名) 137(29)

(注) １　従業員数は、就業人員です。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)です。

３　臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

 

(2) 提出会社の状況

 平成22年１月31日現在

従業員数(名) 53( 2)

(注) １　従業員数は、就業人員です。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)です。

３　臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、生産に関する該当事項はありません。

 

(2) 受注実績

当社グループは、一部受注生産を行っておりますが、販売実績に占める受注販売実績割合の重要性が乏しいた

め記載を省略しております。

 

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りです。

 

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日)

前年同期比(％)

サービス開発事業(千円) 49,192 △55.7

コンテンツ事業(千円) 280,712 ＋6.2

システムコンサルティング事業(千円) 180,638 △18.0

合計(千円) 510,542 △14.3

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の通りです。

 

相手先

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ＮＴＴドコモ 108,997 18.3 116,858 22.9

株式会社ドクターシーラボ 11,040 1.9 69,365 13.6

京セラコミュニケーションシ
ステム株式会社

63,484 10.7 54,727 10.7

株式会社ＮＨＫグローバルメ
ディアサービス

73,400 12.3 14,340 2.8

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　株式会社ＮＨＫグローバルメディアサービスは、平成21年４月１日に株式会社ＮＨＫ情報ネットワークと株

式会社日本文字放送とが合併して発足しております。前第２四半期連結会計期間における同社に対する売

上は、株式会社ＮＨＫ情報ネットワークに対するものを記載しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日(平成22年３月15日)現在において当社グループ(当社

及び連結子会社)が判断したものです。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）におけるわが国経済は、景気の

悪化に底打ちの兆しが見られるものの、依然として、企業収益の低下や雇用情勢の悪化等、厳しい状況が続いて

おります。

このような状況の中、当社グループは、サービス開発事業において、iPhone対応のＱＲコードリーダー「QR

Look(くるっく)」のダウンロード販売を開始したほか、携帯電話組込み型バーコードリーダーを中心に、主要な

携帯電話メーカや通信事業者、情報サービス事業者等に対し、アプリケーションソフトウェアのライセンス販売

を行いました。また、コンテンツ事業において、既存サイトのリニューアル等、携帯電話向け有料コンテンツ配信

サービスの強化・拡大を実施しました。システムコンサルティング事業においては、カルチャーセンター向け総

合管理パッケージ「マイクラス」の導入のほか、主に既存クライアント向けのシステムコンサルティング業務

による売上を計上しました。その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は510,542千円(前年同期比14.3％

減)、営業利益は35,691千円(前年同期比35.4％減)、経常利益は47,411千円(前年同期比7.7％減)、四半期純利益

は37,531千円(前年同期比27.0％減)となりました。

 

(サービス開発事業)

サービス開発事業においては、当連結会計期間において、拡大するスマートフォン市場に向け、iPhone対応

のＱＲコードリーダー「QR Look(くるっく)」のダウンロード販売を開始したほか、携帯電話組込み型バー

コードリーダーを中心に、主要な携帯電話メーカや通信事業者、情報サービス事業者等に対し、アプリケー

ションソフトウェアのライセンス販売を行いました。その結果、同事業の当第２四半期連結会計期間の売上高

は49,192千円(前年同期比55.7％減)、営業利益は5,844千円(前年同期比86.4％減)となりました。

 

(コンテンツ事業)

コンテンツ事業においては、「贅沢なオルゴール」等、既存サイトのリニューアルのほか、携帯電話向け有

料コンテンツ配信サービスの強化・拡大を実施しました。その結果、同事業の当第２四半期連結会計期間の売

上高は280,712千円(前年同期比6.2％増)、営業利益は40,763千円(前年同期比77.2％増)となりました。

 

(システムコンサルティング事業)

システムコンサルティング事業においては、カルチャーセンター向け総合管理パッケージ「マイクラス」

導入のほか、主に既存クライアントに対し新たなシステムコンサルティングサービスを提供しました。その結

果、同事業の当第２四半期連結会計期間の売上高は180,638千円(前年同期比18.0％減)、営業利益は54,950千

円(前年同期比12.8％減)となりました。
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(2) 財政状態の分析

① 資産の部

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、2,169,184千円(前連結会計年度末から33,646千円の増加)

となりました。

このうち、流動資産は、1,468,357千円(前連結会計年度末から142,831千円の増加)となりました。これは、主

として現金及び預金が118,152千円増加したことによるものです。

固定資産は、700,826千円(前連結会計年度末から109,184千円の減少)となりました。これは、主として投資

その他の資産に属する貴金属地金が175,000千円増加した一方で、投資有価証券が299,887千円減少したこと

によるものです。

 

② 負債の部

当第２四半期連結会計期間末における負債は、356,595千円(前連結会計年度末から48,644千円の増加)とな

りました。これは、主として連結子会社の経営安定化のため、新たに市中銀行より資金を借入れたため、長期借

入金及び１年以内返済予定の長期借入金が77,332千円増加したことによるものです。

 

③ 純資産の部

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、1,812,588千円(前連結会計年度末から14,997千円の減少)

となりました。これは、主として四半期純損失を計上したこと及び配当金を支払ったことにより利益剰余金が

22,732千円減少したことによるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ206,032千円

減少し、958,827千円(前年同期は、600,898千円)となりました。

また、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りです。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、33,176千円の支出(前年同期は、54,095千円の収入)となりました。

これは、主として税金等調整前四半期純利益を46,524千円計上した一方で、売上債権が60,755千円増加したこ

とによるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、166,532千円の支出(前年同期は、282千円の収入)となりました。こ

れは、主として貴金属地金の取得及び売却において差引163,624千円を支出したことによるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、6,281千円の支出(前年同期は、2,685千円の支出)となりました。こ

れは、主として配当金を4,280千円支払ったことによるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。
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(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、1,494千円です。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

また、この他にも通常の営業活動の一環として、製品及びサービスの開発に必要なノウハウを社内に蓄積し、

新規事業開発体制の強化を進めております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000

計 300,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年３月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 97,215 97,215
東京証券取引所
(マザーズ)

株主としての権利内容に制限
のない標準となる株式であり
ます。なお、単元株制度は採用
しておりません。

計 97,215 97,215 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成22年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

(第３回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日)

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年１月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　 67 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　201 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成16年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(第４回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日)

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年１月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　175 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　525 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

(第５回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年３月２日)

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年１月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　 30 (注) ２

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　 90 (注) ７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 89,000 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 89,000
資本組入額 44,500 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(第６回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年６月16日)

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年１月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　 42 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　126 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり290,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 290,667
資本組入額 145,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

(第７回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成16年11月12日)

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年１月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　739 (注) １,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　 739 (注) ４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 217,000 (注) ３

新株予約権の行使期間 平成18年11月２日～平成26年10月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 217,000
資本組入額 108,500

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(第８回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成17年９月20日)

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年１月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　310 (注) １,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　 310 (注) ４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 205,000 (注) ３

新株予約権の行使期間 平成18年11月２日～平成26年10月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 205,000
資本組入額 102,500

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１株です。ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、本新株予約

権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとしま

す。

調整後株式数　 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は３株です。ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、本新株予約

権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとしま

す。

調整後株式数　 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数はこれを切り上げるものとします。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使及び平成14年４月１日改正

前商法に定める新株引受権証券に基づく新株引受権の行使により新株式を発行又は自己株式を移転する場合を除

く。) は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるも

のとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 新株式発行前の時価

    既発行株式数＋新規発行株式数

４　新株予約権の数は、定時株主総会決議における新株予約権の発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した者

の新株予約権の数を減じております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数も減じております。

５　新株予約権の行使の条件は、次の通りです。

(1) 対象者は、新株予約権の行使時においても当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社

員又は派遣社員であることを要し、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員又は

派遣社員の地位を喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できないものとします。ただし、対象者がその地

位を喪失後、引き続き当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員又は派遣社員の地

位を取得した場合には、新株予約権の行使が可能であるものとします。

(2) 新株予約権の質入その他の処分及び相続は認めないものとします。

(3) その他の権利行使の条件等は、「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

６　新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものとします。

７　平成16年９月17日をもって株式の分割(１：３)を行ったことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発

行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年１月31日 ― 97,215 ― 814,962 ― 948,203

 

(5) 【大株主の状況】

  平成22年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

西　尾　直　紀 東京都港区 32,671 33.61

根　津　康　洋 東京都三鷹市 7,005 7.21

株式会社バンダイナムコホール
ディングス

東京都品川区東品川四丁目５番15号 2,895 2.98

株式会社アプリックス 東京都新宿区西早稲田二丁目18番18号 2,008 2.07

東映アニメーション株式会社 東京都練馬区東大泉二丁目10番５号 1,440 1.48

前　田　英　仁 東京都港区 1,276 1.31

松　田　進　也 東京都練馬区 1,205 1.24

江　口　郁　子 東京都品川区 1,024 1.05

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 666 0.69

飯　尾　忠　一 兵庫県加西市 534 0.55

計 ― 50,724 52.18
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成22年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 233

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 96,982 96,982
株主としての権利内容に制限のな
い標準となる株式

発行済株式総数 97,215 ― ―

総株主の議決権 ― 96,982 ―

 

② 【自己株式等】

  平成22年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社メディアシーク

東京都港区麻布台二丁目
３番５号

233 ― 233 0.24

計 ― 233 ― 233 0.24

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

平成22年
１月

最高(円) 20,80019,80019,00017,80016,86018,800

最低(円) 19,05016,88015,80015,20014,70015,700

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものです。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年11月１日から平成21年１月31日まで)及び前第２四半期連結累計期

間(平成20年８月１日から平成21年１月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間(平成21年11月１日から平成22年１月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年８月１日か

ら平成22年１月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年11月１日から

平成21年１月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年８月１日から平成21年１月31日まで)に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年11月１日から平成22年１月31日まで)及び当第２四

半期連結累計期間(平成21年８月１日から平成22年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、優成監査

法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

(平成21年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 958,827 840,674

売掛金 475,927 442,187

商品 3,649 6,364

仕掛品 6,689 6,159

その他 37,935 40,220

貸倒引当金 △14,671 △10,080

流動資産合計 1,468,357 1,325,526

固定資産

有形固定資産 ※
 40,672

※
 39,493

無形固定資産

のれん 19,660 14,072

その他 16,567 9,663

無形固定資産合計 36,227 23,736

投資その他の資産

投資有価証券 241,569 541,457

その他 408,856 231,822

貸倒引当金 △26,500 △26,500

投資その他の資産合計 623,926 746,780

固定資産合計 700,826 810,011

資産合計 2,169,184 2,135,537

負債の部

流動負債

買掛金 172,736 154,834

1年内返済予定の長期借入金 8,671 －

未払法人税等 3,853 49,622

ポイント引当金 420 505

事業整理損失引当金 － 18,738

その他 101,709 83,625

流動負債合計 287,391 307,326

固定負債

長期借入金 68,661 －

退職給付引当金 543 624

固定負債合計 69,204 624

負債合計 356,595 307,951
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

(平成21年７月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 814,962 814,962

資本剰余金 948,203 948,203

利益剰余金 136,461 159,194

自己株式 △39,678 △39,678

株主資本合計 1,859,949 1,882,681

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △54,928 △54,168

為替換算調整勘定 △7,142 △3,179

評価・換算差額等合計 △62,070 △57,348

少数株主持分 14,710 2,252

純資産合計 1,812,588 1,827,586

負債純資産合計 2,169,184 2,135,537
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日)

売上高 1,072,982 968,752

売上原価 725,845 694,547

売上総利益 347,136 274,205

販売費及び一般管理費 ※
 308,928

※
 265,348

営業利益 38,208 8,856

営業外収益

受取利息 69 368

受取配当金 78 －

投資有価証券売却益 － 1,583

貴金属地金売却益 － 18,500

為替差益 403 －

その他 161 105

営業外収益合計 713 20,558

営業外費用

支払利息 15 872

複合金融商品評価損 46,810 －

投資有価証券売却損 － 31,128

その他 76 6,185

営業外費用合計 46,902 38,186

経常損失（△） △7,980 △8,771

特別利益

固定資産売却益 184 －

ポイント引当金戻入額 71 84

特別利益合計 256 84

特別損失

事業整理損 － 959

特別損失合計 － 959

税金等調整前四半期純損失（△） △7,723 △9,646

法人税、住民税及び事業税 10,348 1,511

法人税等調整額 △1,130 2,253

法人税等合計 9,217 3,764

少数株主損失（△） △14,339 △377

四半期純損失（△） △2,602 △13,034
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日)

売上高 595,449 510,542

売上原価 382,253 342,362

売上総利益 213,195 168,180

販売費及び一般管理費 ※
 157,925

※
 132,488

営業利益 55,270 35,691

営業外収益

受取利息 58 47

投資有価証券売却益 － 1,055

為替差益 484 －

貴金属地金売却益 － 11,375

その他 44 438

営業外収益合計 588 12,916

営業外費用

支払利息 4 503

複合金融商品評価損 4,430 693

その他 64 0

営業外費用合計 4,498 1,196

経常利益 51,360 47,411

特別利益

固定資産売却益 184 －

ポイント引当金戻入額 － 72

特別利益合計 184 72

特別損失

事業整理損 － 959

特別損失合計 － 959

税金等調整前四半期純利益 51,544 46,524

法人税、住民税及び事業税 9,835 848

法人税等調整額 △2,973 7,239

法人税等合計 6,862 8,088

少数株主利益又は少数株主損失（△） △6,744 905

四半期純利益 51,427 37,531
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △7,723 △9,646

減価償却費 13,629 11,788

のれん償却額 7,618 4,160

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,411 4,591

ポイント引当金の増減額（△は減少） 1,065 △84

受取利息及び受取配当金 △148 △368

支払利息 15 872

投資有価証券売却損益（△は益） － 29,545

複合金融商品評価損益（△は益） 46,810 2,600

貴金属地金売却損益（△は益） － △18,500

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,021

為替差損益（△は益） 1,729 2,906

固定資産売却損益（△は益） △184 －

売上債権の増減額（△は増加） △50,160 △33,561

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,117 2,184

仕入債務の増減額（△は減少） 2,083 17,151

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,545 △4,799

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

168 △539

その他の資産の増減額（△は増加） △1,645 △6,669

その他の負債の増減額（△は減少） 18,106 3,000

小計 13,112 5,651

利息及び配当金の受取額 148 368

利息の支払額 △15 △872

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,508 △43,266

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,736 △38,117

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △15,945 △10,554

有形固定資産の売却による収入 1,000 －

無形固定資産の取得による支出 △3,139 △9,109

貴金属地金の取得による支出 － △1,061,913

貴金属地金の売却による収入 － 905,413

投資有価証券の取得による支出 － △94,724

投資有価証券の売却による収入 4,645 360,165

敷金及び保証金の差入による支出 △551 △16

敷金及び保証金の回収による収入 － 1,976

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,991 91,237
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 80,000

長期借入金の返済による支出 － △2,668

配当金の支払額 △8,805 △9,004

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,805 68,327

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,066 △3,294

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,127 118,152

現金及び現金同等物の期首残高 617,026 840,674

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 600,898

※
 958,827
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年８月１日　至　平成22年１月31日)

１　会計処理基準に関する

事項の変更

(1)受注制作のソフトウェアの計上基準の変更

受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、検収基準を適用

しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年

12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

18号　平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会

計期間に着手した契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事については、工事進行基準(工事の進捗率の見積りは

原価比例法)を、その他の工事については検収基準を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間における売上高は8,745千円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ5,439千円増加しており

ます。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

【表示方法の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日　至　平成22年１月31日)

(四半期連結損益計算書)

前第２四半期連結累計期間において独立科目として掲記しておりました「複合金融商品評価損」(当第２四半

期連結累計期間2,600千円)については、営業外費用合計の100分の20以下となったため、当第２四半期連結累計期

間より営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日)

(四半期連結損益計算書)

前第２四半期連結会計期間において独立科目として掲記しておりました「為替差益」(当第２四半期連結会計

期間387千円)については、営業外収益合計の100分の20以下となったため、当第２四半期連結会計期間より営業外

収益の「その他」に含めて表示しております。

 

【簡便な会計処理】

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年８月１日　至　平成22年１月31日)

１　一般債権の貸倒見積高

の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が

明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によってお

ります。

３　繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度

において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっ

ております。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年８月１日　至　平成22年１月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末
(平成21年７月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額は、164,806千円で

す。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、156,012千円で

す。

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りです。

給与 73,337千円

貸倒引当金繰入額 9,054千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りです。

給与 62,267千円

貸倒引当金繰入額 9,328千円

 

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りです。

給与 39,077千円

貸倒引当金繰入額 6,468千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りです。

給与 31,537千円

貸倒引当金繰入額 3,653千円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 600,898千円

現金及び現金同等物 600,898千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 958,827千円

現金及び現金同等物 958,827千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年１月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年８月１日　至　平

成22年１月31日)

１　発行済株式に関する事項

 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 97,215

 

２　自己株式に関する事項

 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 233

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年10月27日
定時株主総会

普通株式 9,698利益剰余金 100平成21年7月31日平成21年10月28日

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)

      (単位:千円)

 
サービス
開発事業

コンテンツ
事業

システムコ
ンサルティ
ング事業

計
消去又は
全社

連結

売上高       

(1)外部顧客に対する
売上高

110,943264,268220,237595,449 ― 595,449

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 19 22,631 22,651(22,651) ―

計 110,943264,288242,868618,100(22,651)595,449

営業利益 43,003 23,009 63,003129,016(73,746)55,270

(注) １　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品・役務

(1)サービス開発事業・・・・・・・・携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス

(3)システムコンサルティング事業・・企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス

 

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日)

      (単位:千円)

 
サービス
開発事業

コンテンツ
事業

システムコ
ンサルティ
ング事業

計
消去又は
全社

連結

売上高       

(1)外部顧客に対する
売上高

49,192280,712180,638510,542 ― 510,542

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 12,591 12,591(12,591) ―

計 49,192280,712193,229523,134(12,591)510,542

営業利益 5,844 40,763 54,950101,558(65,866)35,691

(注) １　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品・役務

(1)サービス開発事業・・・・・・・・携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス

(3)システムコンサルティング事業・・企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス

３　会計処理の方法の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載しました通り、第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成21年１月31日)

 
      (単位:千円)

 
サービス
開発事業

コンテンツ
事業

システムコ
ンサルティ
ング事業

計
消去又は
全社

連結

売上高       

(1)外部顧客に対する
売上高

154,515522,034396,4321,072,982 ― 1,072,982

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 28 36,828 36,857(36,857) ―

計 154,515522,063433,2611,109,839(36,857)1,072,982

営業利益 54,827 65,912 68,031188,771(150,563)38,208

(注) １　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品・役務

(1)サービス開発事業・・・・・・・・携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス

(3)システムコンサルティング事業・・企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年８月１日　至　平成22年１月31日)

 
      (単位:千円)

 
サービス
開発事業

コンテンツ
事業

システムコ
ンサルティ
ング事業

計
消去又は
全社

連結

売上高       

(1)外部顧客に対する
売上高

89,656578,606300,489968,752 ― 968,752

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 31,383 31,383(31,383) ―

計 89,656578,606331,8731,000,136(31,383)968,752

営業利益 9,269 80,481 61,856151,607(142,750)8,856

(注) １　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品・役務

(1)サービス開発事業・・・・・・・・携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス

(3)システムコンサルティング事業・・企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス

３　会計処理の方法の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載しました通り、第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。これにより、当第２四半期

連結累計期間において、システムコンサルティング事業で売上高が8,745千円増加、営業利益が5,439千円増加してお

ります。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)及び当第２四半期連結会計

期間(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年８月

１日　至　平成21年１月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年８月１日　至　平成22年１月31

日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)及び当第２四半期連結会計

期間(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年８月

１日　至　平成21年１月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年８月１日　至　平成22年１月31

日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年１月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証

券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られます。

 

その他有価証券で時価のあるもの

 

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

債券 200,000 95,750 △104,250

その他 161,146 115,824 △45,321

合計 361,146 211,574 △149,571

(注) １　当第２四半期連結累計期間において債券には、組込デリバティブと一体処理した複合金融商品(契約額100,000千円、

時価43,040千円)が含まれており、これに係る評価損2,600千円を四半期連結損益計算書の営業外費用に計上してお

ります。

２　表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額です。

 

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年１月31日)

複合金融商品の組込デリバティブの時価及び評価損益は、「有価証券関係」に記載しております。
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(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末
(平成21年７月31日)

  

 18,538.27円

  

 18,821.36円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末
(平成21年７月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,812,588 1,827,586

普通株式に係る純資産額(千円) 1,797,878 1,825,333

差額の主な内訳(千円)   

少数株主持分 14,710 2,252

普通株式の発行済株式数(株) 97,215 97,215

普通株式の自己株式数(株) 233 233

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

96,982 96,982

 

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日)

１株当たり四半期純損失 26.83円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

１株当たり四半期純損失 134.40円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

(注) １　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１

株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年１月31日)

１株当たり四半期純損失金額   

四半期連結損益計算書上の
四半期純損失(千円)

△2,602 △13,034

普通株式に係る四半期純損失(千円) △2,602 △13,034

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

期中平均株式数(株) 96,982 96,982

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に含まれなかった潜在株式について
前連結会計年度末から重要な変動があ
る場合の概要

― ―
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第２四半期連結会計期間

 

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日)

１株当たり四半期純利益 530.28円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

１株当たり四半期純利益 386.99円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

(注) １　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額   

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益(千円)

51,427 37,531

普通株式に係る四半期純利益(千円) 51,427 37,531

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

期中平均株式数(株) 96,982 96,982

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に含まれなかった潜在株式について
前連結会計年度末から重要な変動があ
る場合の概要

― ―

 

(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日)

該当事項はありません。

 

(リース取引関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成21年３月12日

 

株式会社メディアシーク

取    締    役    会      御中

 

優    成    監    査    法    人

 指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　加   藤    善   孝　　(印)

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　本   間    洋   一　　(印)

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メ

ディアシークの平成20年８月１日から平成21年７月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成20年

11月１日から平成21年１月31日)及び第２四半期連結累計期間(平成20年８月１日から平成21年１月31日まで)に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアシーク及び連結子会社の平成21年１月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成22年３月８日

株式会社メディアシーク

取    締    役    会      御中

 

優    成    監    査    法    人

 指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　加   藤    善   孝　　(印)

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　小   松    亮   一　　(印)

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メ

ディアシークの平成21年８月１日から平成22年７月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21年

11月１日から平成22年１月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年８月１日から平成22年１月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアシーク及び連結子会社の平成22年１月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されている通り、会社は第１四半期

連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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